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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第93期

第２四半期連結
累計期間

第94期
第２四半期連結
累計期間

第93期

会計期間

自2014年
４月１日
至2014年
９月30日

自2015年
４月１日
至2015年
９月30日

自2014年
４月１日
至2015年
３月31日

売上収益
（百万円）

67,130 69,719 135,849

（第２四半期連結会計期間） (34,925) (35,312)  

税引前四半期（当期）利益 （百万円） 3,070 3,467 6,272

親会社株主に帰属する四半期

（当期）利益 （百万円）
1,620 2,289 3,513

（第２四半期連結会計期間） (998) (903)  

親会社株主に帰属する四半期

（当期）包括利益
（百万円） 4,129 1,410 9,694

親会社株主に帰属する持分 （百万円） 112,536 117,696 116,882

総資産額 （百万円） 151,827 153,597 154,738

基本的１株当たり親会社株主に

帰属する四半期（当期）利益 （円）
15.98 22.58 34.65

（第２四半期連結会計期間） (9.84) (8.91)  

希薄化後１株当たり親会社株主に

帰属する四半期（当期）利益
（円） 15.98 22.57 34.65

親会社株主持分比率 （％） 74.1 76.6 75.5

営業活動に関する

キャッシュ・フロー
（百万円） 4,071 970 3,589

投資活動に関する

キャッシュ・フロー
（百万円） △1,445 △1,961 △3,763

財務活動に関する

キャッシュ・フロー
（百万円） △532 △1,186 △2,616

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 35,121 29,143 31,645

　（注）１．2015年３月期より、国際財務報告基準(以下、「IFRS」という。)に基づいて連結財務諸表を作成している。

２．売上収益には、消費税等は含まれていない。

 

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はない。

 

(主要な関係会社の異動)

　2015年６月30日付で、㈱日工タナカエンジニアリングは、国内エンジン工具販売事業を日立工機販売㈱に事業譲渡

し、解散した。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たに事業等のリスクは発生していない。

　　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はない。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当第２四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものである。

(1）業績の状況

　当第２四半期連結累計期間の売上は、日本においては、今春まで続いていた住宅投資減速の影響により厳しさが

残るなか、戦略製品を中心に積極的な拡販に努めたことなどから前年水準並みを確保した。欧州においては、北

欧、南欧をはじめ、ロシアを除く全域で概ね堅調に推移したが、ロシアは通貨安などにより引き続き厳しい状況と

なった。北米においては、景気の底堅さもありホームセンタールートを中心に大幅に伸長した。アジア、その他の

地域においては、中国、タイなど景気が減速した地域が多かったものの、インドが堅調に推移したことや為替の影

響により全体としては前年を上回った。これらの結果、売上収益は697億１千９百万円（前年同期比４％増）と

なった。

　利益面においては、日本での売上の伸び悩み、ロシアでの売上の大幅な低迷及びそれに伴う生産調整の影響など

により厳しい状況となったが、収益性の高い新製品の積極的な拡販や総コストの低減などに努めたことなどから、

営業利益34億５千２百万円（前年同期比11％増）、税引前四半期利益34億６千７百万円（前年同期比13％増）、

四半期利益23億８百万円（前年同期比39％増）、親会社株主に帰属する四半期利益22億８千９百万円（前年同期比

41％増）となった。

　セグメント別の業績は、次のとおりである。

①電動工具事業

　日本においては、住宅投資減速の影響が残り空気工具などの建築関連製品が伸び悩んだものの、２年保証・高容

量6.0Ah(いずれも業界初)のリチウムイオン電池を搭載し、新打撃機構(特許出願中)を採用した新製品のインパク

トドライバをはじめとしたコードレス工具や、アクセサリ(消耗品)を積極的に拡販したことなどから、売上収益は

前年同期比１％の減少に留まった。

　欧州地域においては、北欧、南欧が大幅に伸長し、その他欧州も概ね堅調に推移したが、通貨安、原油安などに

より非常に厳しい状況が続いているロシアが大幅に減少したことや為替がユーロ安で推移したことなどから、前年

同期比９％の減少となった。なお、ロシアを除いた欧州地域は、前年同期比３％の増加となった。

　北米地域においては、大手ホームセンターとのアライアンス強化が奏功し取引が拡大したことに加え、為替が大

きく円安で推移したことなどから、前年同期比29％の大幅な増加となった。

　アジア、その他の地域においては、景気減速の影響を受け中国が低迷し、タイも第２四半期に大きく減速したも

のの、インドが好調を持続し、為替もプラスに作用したことから、前年同期比２％の増加となった。

　以上の結果、当事業の売上収益は、676億１千８百万円（前年同期比４％増）となった。営業利益については、

収益性の高い新製品の積極拡販、原価低減をはじめとした総コスト低減活動などにより、30億２千５百万円（前年

同期比４％増）となった。

②ライフサイエンス機器事業

　日本においては、大手企業向けを中心に買い替え需要の取り込みを図るとともに大型展示会への積極出展による

製品ＰＲに努め、海外においては、新型ロータの拡販及びアジアを中心とした販売強化に努めたことなどから、堅

調に推移した。

　その結果、当事業の業績は、売上収益21億１百万円（前年同期比14％増）、営業利益４億２千７百万円（前年同

期比124％増）となった。

 

(2）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結累計期間の営業活動に関するキャッシュ・フローについては、売上債権の回収促進などにより

９億７千万円の収入となった。

　投資活動に関するキャッシュ・フローについては、有形固定資産の取得などにより19億６千１百万円の支出と

なった。

　財務活動に関するキャッシュ・フローについては、配当金の支払いなどにより11億８千６百万円の支出となっ

た。

　以上の結果により、現金及び現金同等物の当第２四半期連結会計期間末残高は、前連結会計年度末残高から25億

２百万円減少し、291億４千３百万円となった。
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(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において、新たに事業上及び財務上の対処すべき課題は発生していない。

 なお、当社は会社の支配に関する基本方針を定めており、その概要は次のとおりである。

[会社の支配に関する基本方針の概要]

　当社は、業績向上による企業価値の増大が全株主にとっての株主価値の最大化につながると考えており、迅速か

つ的確な経営の意思決定、業務執行が行える体制の確立をめざすとともに、経営のチェック機能を充実させるた

め、経営上の重要課題の１つとしてコーポレート・ガバナンスの強化及び内部統制の整備に取り組んでいる。

　なお、当社は㈱日立製作所の子会社であり、日立ブランドを共有する日立グループの一員として、同社及び日立

グループ各社と協力関係にあるが、当社は、業務の適正を確保するため、内部統制システムの整備の基本方針にお

いて「事業運営及び取引については親会社からの自律性を保つ」旨定めており、取締役会及び執行役の意思決定並

びに執行役の職務執行はこの基本方針に基づいて行われている。

 

(4）研究開発活動

　当第２四半期連結累計期間における当社グループの研究開発活動は、当社開発本部、ライフサイエンス機器事業

部の設計部門を中心に行われており、研究開発費は16億８千１百万円である。

　なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はない。

 

(5）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　当面の経済環境をみると、日本経済はこのところ回復ペースが鈍化しているものの、住宅投資は鮮明に持ち直し

を示している。欧州においては、ロシア経済は低迷が長期化すると思われるが、その他の欧州地域は概ね緩やかな

回復が見込まれる。北米経済は、引き続き景気回復が続き、住宅投資も底堅く推移するものと思われる。アジア、

その他の地域は、一部堅調さが持続することが見込まれる地域はあるものの、中国、タイなど景気が減速している

地域もあり、予断を許さない状況にある。

　このような状況下、当社グループは、日米欧の先進国中心に以下の施策を展開することによって業績の向上に努

めていく。

[当社グループの施策]

　電動工具事業では、競争優位な戦略製品を徹底拡販していく。新型インパクトドライバを筆頭にリチウムイオン

電池搭載製品の豊富なラインアップを活かした「面での販売」を強化し、当社の強みである高容量・長寿命な日立

リチウムイオン電池の普及を促進することで、さらなるユーザーの拡大を図っていく。また、当社独自のＡＣブラ

シレスモーター搭載製品について、オンリーワンの強みを活かし、シリーズ展開によるグローバル規模での市場創

生に努めていく。

　さらに、日本の新販売拠点での売上拡大、欧州での各種プロモーション活動、北米での大手ホームセンターとの

アライアンス強化による取引拡大など売上規模の拡大をめざす一方、お客様目線でのサービス・品質保証を強化す

べくＣＳ部門と品質保証部門を一体化し、お客様満足度のさらなる向上(サービス・ファースト)を図っていく。

　ライフサイエンス機器事業では、各種大型展示会への積極出展によるＰＲ活動の拡充、大学・官公庁研究施設及

び民間企業での需要掘り起し、海外代理店の販売支援強化などを推進するとともに、成長分野に位置づけている材

料系顧客のさらなる開拓・深耕に取り組み、売上の拡大を図っていく。

　収益に関しては、新製品や高付加価値製品の拡販、国内生産の集約によるコスト削減効果の刈り取りを図ってい

く。加えて、経営目標である営業利益率10％以上の達成に向け、全社横断的に業務改革を進めるべく「構造改革推

進本部」を2015年10月１日付で新設した。前例にとらわれず部門の垣根を越えて当社の持てる総力を結集し、やる

べきことをスピード感を持って実行していくことによって、経営目標の早期達成を図っていく。

 

(6）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　連結での親会社株主持分比率は76.6％であり、財務体質は安定している。なお、資金の流動性については「(2)

キャッシュ・フローの状況」に記載のとおりである。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 270,000,000

計 270,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)
(2015年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(2015年11月12日)

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 123,072,776 123,072,776 東京証券取引所市場第一部
単元株式数

100株

計 123,072,776 123,072,776 ― ―

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

当第２四半期会計期間において発行した新株予約権は次のとおりである。

決議年月日 2015年７月28日

新株予約権の数 388個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的である株式の種類 普通株式

新株予約権の目的である株式の数 38,800株　（注）１

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり　１円　（注）２

新株予約権の行使期間
自　2015年８月22日

至　2045年８月21日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額

発行価格　　832円　（注）３

資本組入額　416円　（注）４

新株予約権の行使の条件 （注）５

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の

決議による承認を要する。

代用払込に関する事項 －

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）６

（注）１．新株予約権の目的である株式の数

　各新株予約権の目的である株式の数（以下、「付与株式数」という。）は100株とする。ただし、新株予

約権を割り当てる日（以下、「割当日」という。）以降、当社が当社普通株式の株式分割（当社普通株式の

株式無償割当てを含む。以下、株式分割の記載につき同じ。）又は株式併合を行う場合には、次の算式によ

り付与株式数の調整を行い、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。

　調整後付与株式数　＝　調整前付与株式数　×　株式分割又は株式併合の比率

　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めないときはその効

力発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。ただし、剰余金の額を減少し

て資本金又は準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式分割が行われる場

合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のための基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当

該株主総会の終結の日の翌日以降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。

　また、割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準じて付与株式数の調整を

必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与株式数を適切に調整することができる。
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　付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに、必要な事項を新株

予約権原簿に記載された各新株予約権を保有する者（以下、「新株予約権者」という。）に通知又は公告す

る。ただし、当該適用の日の前日までに通知又は公告を行うことができない場合には、以後速やかに通知又

は公告する。

２．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約権を行使することにより交付を受

けることができる株式１株当たりの払込金額（以下、「行使価額」という。）を１円とし、これに付与株式

数を乗じた金額とする。

３．新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格

　新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格は、公正な評価単価と行使価額の合計額と

する。

４．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

(1) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条

　　第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数

　　は、これを切り上げる。

(2) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記(1)記載の資本

　　金等増加限度額から上記(1)に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

５．新株予約権の行使の条件

(1) 新株予約権者は、当社の取締役及び執行役のいずれの地位をも喪失した日の翌日以降、新株予約権を

　　行使することができる。

(2) 上記(1)は、新株予約権を相続により承継した者については適用しない。

(3) 新株予約権者が新株予約権を放棄した場合、当該新株予約権を行使することができない。

６．組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割若しくは新設分割（それぞれ当社が

分割会社となる場合に限る。）又は株式交換若しくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限

る。）（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合には、組織再編行為の効力発生日

（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立株式会社の成立の日、吸収

分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、新設分割につき新設分割設立株式会社の成立の日、株式交換に

つき株式交換がその効力を生ずる日及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同

じ。）の直前において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）を保有する新株予約権者

に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下、「再

編対象会社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、以下の各号に沿って再編対

象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交

換契約又は株式移転計画において定めることを条件とする。

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記（注）１に準じて決定する。

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定められる再編後行使価額に上

記(3)に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額と

する。再編後行使価額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることができる再編

対象会社の株式１株当たり１円とする。

(5) 新株予約権を行使することができる期間

上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為

の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使する

ことができる期間の満了日までとする。

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記（注）４に準じて決定する。

(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要する。

(8) 新株予約権の取得条項

EDINET提出書類

日立工機株式会社(E01745)

四半期報告書

 6/25



以下の①、②、③、④又は⑤の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合

は、当社の取締役会決議がなされた場合）は、当社取締役会が別途定める日に、当社は無償で新株予約権

を取得することができる。

① 当社が消滅会社となる合弁契約承認の議案

② 当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案

③ 当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案

④ 当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要すること

　 についての定めを設ける定款の変更承認の議案

⑤ 新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得について当社の

　 承認を要すること若しくは当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得

　 することについての定めを設ける定款の変更承認の議案

(9) その他の新株予約権の行使の条件

上記（注）５に準じて決定する。

 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項なし。

 

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項なし。

 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
 発行済株式
 総数増減数
(千株)

 発行済株式
 総数残高
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

 資本準備金
  増減額
(百万円)

 資本準備金
   残高
 (百万円)

2015年７月１日～

2015年９月30日
－ 123,072 － 17,813 － 21,388
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（６）【大株主の状況】

  （2015年９月30日現在）

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社日立製作所 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 40,827 33.17

株式会社日立アーバンインベストメント 東京都千代田区内神田一丁目１番14号 11,058 8.99

ビーエヌピー パリバ セック サービス

ルクセンブルグ ジャスデック

アバディーン グローバル

クライアント アセッツ

（常任代理人 香港上海銀行 東京支店）

33 RUE DE GASPERICH, L-5826 HOWALD-

HESPERANGE, LUXEMBOURG

 

 

（東京都中央区日本橋三丁目11番１号）

3,757 3.05

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社(信託口)
東京都中央区晴海一丁目８番11号 2,642 2.15

ステート ストリート バンク アンド

トラスト カンパニー ５０５２２３

（常任代理人　株式会社みずほ銀行）

P. O. BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS

02101 U. S. A.

（東京都中央区月島四丁目16番13号）

2,295 1.87

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社(信託口)
東京都港区浜松町二丁目11番３号 2,219 1.80

資産管理サービス信託銀行株式会社

(証券投資信託口)
東京都中央区晴海一丁目８番12号 1,336 1.09

日立工機社員持株会 東京都港区港南二丁目15番１号 952 0.77

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 900 0.73

株式会社常陽銀行

（常任代理人　日本マスタートラスト

　信託銀行株式会社）

茨城県水戸市南町二丁目５番５号

（東京都港区浜松町二丁目11番３号） 818 0.67

計 － 66,806 54.28

（注）１．上記のほか、当社の保有する自己株式が21,680,028株(発行済株式総数に対する所有株式数の割合17.62％)

ある。

２．上記の所有株式数は、投資信託及び年金信託組入分が次のとおり含まれている。

信託銀行名 株式数

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口) 1,345千株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 1,676千株

資産管理サービス信託銀行株式会社(証券投資信託口) 1,336千株
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 

 （2015年９月30日現在）
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
普通株式

21,680,000
－ －

完全議決権株式（その他）
普通株式

101,267,800
1,012,678 －

単元未満株式
普通株式

124,976
－ －

発行済株式総数 123,072,776 － －

総株主の議決権 － 1,012,678 －

　（注）上記は、「単元未満株式」の欄に、当社保有の自己株式28株を含んでいる。

 

 

②【自己株式等】

 （2015年９月30日現在）
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

日立工機株式会社

東京都港区港南

二丁目15番１号
21,680,000 － 21,680,000 17.62

計 － 21,680,000 － 21,680,000 17.62

 

 

 

２【役員の状況】

　該当事項なし。
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第４【経理の状況】

１．要約四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年

内閣府令第64号）第93条の規定により、国際会計基準（以下、IAS）第34号「期中財務報告」に準拠して作成して

いる。

 

２．監査証明について
　金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2015年７月１日から2015年９月30

日まで）及び第２四半期連結累計期間（2015年４月１日から2015年９月30日まで）に係る要約四半期連結財務諸表に

ついて、新日本有限責任監査法人の四半期レビューを受け、四半期レビュー報告書を受領している。
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１【要約四半期連結財務諸表】

（１）【要約四半期連結財政状態計算書】

（単位：百万円）
 

 
注記
番号

前連結会計年度
(2015年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2015年９月30日)

資産の部    

流動資産    

現金及び現金同等物 5 31,645 29,143

売上債権 5 35,015 34,286

棚卸資産  51,617 51,972

その他の流動資産 5 3,543 3,879

流動資産合計  121,820 119,280

非流動資産    

有価証券及びその他の金融資産 5 3,746 3,731

有形固定資産  18,248 18,010

無形資産  5,921 6,467

繰延税金資産  3,799 3,634

その他の非流動資産  1,204 2,475

非流動資産合計  32,918 34,317

資産の部合計  154,738 153,597

    

負債の部    

流動負債    

短期借入金 5 10,268 9,737

その他の金融負債 5 3,144 2,818

買入債務 5 10,040 8,658

未払費用  6,667 7,427

未払法人所得税  1,183 1,023

その他の流動負債  1,481 1,509

流動負債合計  32,783 31,172

非流動負債    

退職給付に係る負債  3,450 3,099

その他の非流動負債  561 608

非流動負債合計  4,011 3,707

負債の部合計  36,794 34,879

    

資本の部    

親会社株主持分    

資本金  17,813 17,813

資本剰余金  21,558 21,571

利益剰余金  79,850 81,531

その他の包括利益累計額  11,302 10,423

自己株式  △13,641 △13,642

親会社株主持分合計  116,882 117,696

非支配持分  1,062 1,022

資本の部合計  117,944 118,718

負債・資本の部合計  154,738 153,597
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（２）【要約四半期連結損益計算書及び要約四半期連結包括利益計算書】

【要約四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）
 

 
注記
番号

前第２四半期連結累計期間
（自　2014年４月１日
至　2014年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2015年４月１日
至　2015年９月30日）

売上収益 4 67,130 69,719

売上原価  △43,747 △46,560

売上総利益  23,383 23,159

販売費及び一般管理費  △20,105 △20,626

その他の収益 7 308 1,179

その他の費用 7 △490 △260

営業利益 4 3,096 3,452

金融収益  141 147

金融費用  △167 △132

税引前四半期利益  3,070 3,467

法人所得税費用  △1,409 △1,159

四半期利益  1,661 2,308

四半期利益の帰属    

親会社株主持分  1,620 2,289

非支配持分  41 19

    

１株当たり親会社株主に帰属する四半期利益(円)   

基本 8 15.98 22.58

希薄化後 8 15.98 22.57

 

【第２四半期連結会計期間】

（単位：百万円）
 

 
注記
番号

前第２四半期連結会計期間
（自　2014年７月１日
至　2014年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　2015年７月１日
至　2015年９月30日）

売上収益  34,925 35,312

売上原価  △22,863 △23,676

売上総利益  12,062 11,636

販売費及び一般管理費  △10,113 △10,226

その他の収益  171 163

その他の費用  △333 △141

営業利益  1,787 1,432

金融収益  67 63

金融費用  △83 △26

税引前四半期利益  1,771 1,469

法人所得税費用  △759 △557

四半期利益  1,012 912

四半期利益の帰属    

親会社株主持分  998 903

非支配持分  14 9

    

１株当たり親会社株主に帰属する四半期利益(円)   

基本 8 9.84 8.91

希薄化後 8 9.84 8.91
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【要約四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）
 

  
前第２四半期連結累計期間
（自　2014年４月１日
至　2014年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2015年４月１日
至　2015年９月30日）

四半期利益  1,661 2,308

    

その他の包括利益    

純損益に組み替えられない項目    

その他の包括利益を通じて測定する

金融資産の公正価値の純変動額
 43 △16

純損益に組み替えられない項目合計  43 △16

    

純損益に組み替えられる可能性がある項目    

在外営業活動体の換算差額  2,504 △880

純損益に組み替えられる可能性がある

項目合計
 2,504 △880

    

その他の包括利益合計  2,547 △896

四半期包括利益  4,208 1,412

四半期包括利益の帰属    

親会社株主持分  4,129 1,410

非支配持分  79 2

 

【第２四半期連結会計期間】

（単位：百万円）
 

  
前第２四半期連結会計期間
（自　2014年７月１日
至　2014年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　2015年７月１日
至　2015年９月30日）

四半期利益  1,012 912

    

その他の包括利益    

純損益に組み替えられない項目    

その他の包括利益を通じて測定する

金融資産の公正価値の純変動額
 △1 △132

純損益に組み替えられない項目合計  △1 △132

    

純損益に組み替えられる可能性がある項目    

在外営業活動体の換算差額  3,241 △2,491

純損益に組み替えられる可能性がある

項目合計
 3,241 △2,491

    

その他の包括利益合計  3,240 △2,623

四半期包括利益  4,252 △1,711

四半期包括利益の帰属    

親会社株主持分  4,178 △1,677

非支配持分  74 △34
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（３）【要約四半期連結持分変動計算書】

（単位：百万円）
 

前第２四半期連結累計期間（自　2014年４月１日　至　2014年９月30日）

 
注記
番号

     

親会社株主
持分合計

非支配持分
資本の部
合計資本金 資本剰余金 利益剰余金

その他の
包括利益
累計額

自己株式

期首残高  17,813 21,558 78,768 5,123 △13,638 109,624 969 110,593

当期変動額          

四半期利益  － － 1,620 － － 1,620 41 1,661

その他の包括利益  － － － 2,509 － 2,509 38 2,547

四半期包括利益合計  － － 1,620 2,509 － 4,129 79 4,208

剰余金の配当 6 － － △1,216 － － △1,216 △14 △1,230

自己株式の取得及び売却  － － － － △1 △1 － △1

持分所有者との取引合計  － － △1,216 － △1 △1,217 △14 △1,231

期末残高  17,813 21,558 79,172 7,632 △13,639 112,536 1,034 113,570

          

 

（単位：百万円）
 

当第２四半期連結累計期間（自　2015年４月１日　至　2015年９月30日）

 
注記
番号

     

親会社株主
持分合計

非支配持分
資本の部
合計資本金 資本剰余金 利益剰余金

その他の
包括利益
累計額

自己株式

期首残高  17,813 21,558 79,850 11,302 △13,641 116,882 1,062 117,944

当期変動額          

四半期利益  － － 2,289 － － 2,289 19 2,308

その他の包括利益  － － － △879 － △879 △17 △896

四半期包括利益合計  － － 2,289 △879 － 1,410 2 1,412

剰余金の配当 6 － － △608 － － △608 △42 △650

自己株式の取得及び売却  － 0 － － △1 △1 － △1

株式報酬取引  － 13 － － － 13 － 13

持分所有者との取引合計  － 13 △608 － △1 △596 △42 △638

期末残高  17,813 21,571 81,531 10,423 △13,642 117,696 1,022 118,718
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（４）【要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

（単位：百万円）
 

 
注記
番号

前第２四半期連結累計期間
（自　2014年４月１日
至　2014年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2015年４月１日
至　2015年９月30日）

営業活動に関するキャッシュ・フロー    

四半期利益  1,661 2,308

    

四半期利益から営業活動に関する

キャッシュ・フローへの調整
   

減価償却費及び無形資産償却費  1,338 1,480

法人所得税費用  1,409 1,159

金融収益及び金融費用  26 △15

固定資産売却損益(△は益)  △2 △29

売上債権の増減（△は増加）  2,056 708

棚卸資産の増減（△は増加）  △979 △804

買入債務の増減（△は減少）  △1,263 △1,215

未払費用の増減（△は減少）  601 832

退職給付に係る負債の増減（△は減少）  △304 △1,657

その他  612 △566

小計  5,155 2,201

利息の受取  131 132

配当金の受取  10 12

利息の支払  △93 △91

法人所得税の還付  85 86

法人所得税の支払  △1,217 △1,370

営業活動に関するキャッシュ・フロー  4,071 970

    

投資活動に関するキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得  △1,096 △1,402

無形資産の取得  △374 △681

有形固定資産の売却  3 103

その他  22 19

投資活動に関するキャッシュ・フロー  △1,445 △1,961

    

財務活動に関するキャッシュ・フロー    

短期借入金の増減（△は減少）  738 △527

配当金の支払 6 △1,217 △611

その他  △53 △48

財務活動に関するキャッシュ・フロー  △532 △1,186

    

現金及び現金同等物に係る為替変動による影響  1,107 △325

現金及び現金同等物の増減額  3,201 △2,502

    

現金及び現金同等物の期首残高  31,920 31,645

現金及び現金同等物の四半期末残高  35,121 29,143
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（５）【要約四半期連結財務諸表注記】

注１．報告企業

　日立工機株式会社（以下、当社）は日本に拠点を置く株式会社であり、その株式を公開している。当社の

要約四半期連結財務諸表は、当社及び子会社により構成されている。当社及び子会社からなる企業集団は、

電動工具事業及びライフサイエンス機器事業の２セグメントにより製品の開発、生産、販売活動を展開して

いる。

 

注２．作成の基礎

　当社の要約四半期連結財務諸表はIAS第34号に準拠して作成しており、年次の連結財務諸表で要求されて

いる全ての情報が含まれていないため、前連結会計年度の連結財務諸表と併せて利用されるべきものであ

る。当社は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成に関する規則」(平成19年内閣府令第64号)

第１条の２に掲げる「特定会社」の要件を満たしていることから、同第93条の規定を適用している。

 

　当社の要約四半期連結財務諸表は、収益及び費用、資産及び負債の測定並びに四半期連結会計期間末日現

在の偶発事象の開示等に関する経営者の見積り及び仮定を含んでおり、これらの見積り及び仮定は過去の実

績及び四半期連結会計期間末日において合理的であると考えられる様々な要因等を勘案した経営者の最善の

判断に基づいている。しかしその性質上、将来において、これらの見積り及び仮定とは異なる結果となる可

能性がある。

　見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直され、会計上の見積りの変更は、見積りが変更された会計

期間及び影響を受ける将来の会計期間において認識される。

　本要約四半期連結財務諸表の金額に重要な影響を与える見積り及び判断は、原則として前連結会計年度の

連結財務諸表と同様である。

 

注３．重要な会計方針

　当社は、ストックオプション制度の導入に伴い、当第２四半期連結会計期間より、株式に基づく報酬に

係る会計方針を新たに適用した。また、これに伴い希薄化効果のある潜在的普通株式が新たに発生した

ため、前連結会計年度に係る連結財務諸表において適用した会計方針の内、１株当たり利益に係る会計

方針について、以下のとおり、希薄化後１株当たり親会社株主に帰属する四半期利益に係る会計方針を

新たに適用した。

　本要約四半期連結財務諸表において適用する重要な会計方針は、以下の項目を除き、前連結会計年度に

係る連結財務諸表において適用した会計方針と同一である。

 

株式に基づく報酬

　当社は、執行役に対する報酬と当社の業績及び株式価値との連動性を高める目的で、持分決済型の

ストックオプション制度を導入している。ストックオプションは付与日における公正価値で測定して

おり、ストックオプションの公正価値は、ブラック・ショールズモデルを用いて算定している。

　ストックオプションの付与日に決定した公正価値は、最終的に権利が確定すると予想されるストック

オプションの数の見積もりに基づき、権利確定期間にわたって費用として認識し、同額を資本の増加

として認識している。

 

１株当たり利益

　基本的１株当たり親会社株主に帰属する四半期利益は平均発行済株式数に基づいて計算し、希薄化後

１株当たり親会社株主に帰属する四半期利益は平均発行済株式数と希薄化効果のある潜在的普通株式数

の合計に基づいて計算している。

 

　なお、当第２四半期連結累計期間の法人所得税費用は、見積平均年次実効税率を基に算定している。
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注４．セグメント情報

　事業セグメントは、独立した財務情報が入手可能であり、最高経営意思決定機関が、経営資源の配分の決

定及び業績の検討のため、定期的に評価を行う対象とする当社の構成単位である。

　当社は報告セグメントを、主に市場、製品及びサービスの性質を総合的に勘案し、下記２区分に系列化し

ている。それぞれの報告セグメントに含まれる主な製品及びサービスは下記のとおりである。

 

(1）電動工具

　金工用電動工具、木工用電動工具、コードレス工具、建設用電動工具、空気工具（釘打機・ネジ打機・

釘打機用コンプレッサ）、木工機械、エンジン工具、園芸用工具、家庭用電動工具、集じん機、レーザー

測定具（墨出し器・距離計）、アクセサリ（ダイヤモンド工具、その他消耗部品）

 

(2）ライフサイエンス機器

　超遠心機、冷却遠心機、小形遠心機、生産用連続超遠心機

 

　前第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結累計期間におけるセグメント情報は下記のとおり

である。

　報告セグメントの損益は、営業利益ベースの数値である。

 

前第２四半期連結累計期間（自　2014年４月１日　至　2014年９月30日）

（単位：百万円）
 

 

報告セグメント

調整額
要約四半期
連結損益計算書
計上額電動工具

ライフサイ
エンス機器

合計

外部顧客に対する売上収益 65,283 1,847 67,130 ― 67,130

セグメント間の売上収益 ― ― ― ― ―

計 65,283 1,847 67,130 ― 67,130

セグメント損益 2,905 191 3,096 ― 3,096

金融収益及び費用 ― ― ― ― △26

税引前四半期利益 ― ― ― ― 3,070

 

当第２四半期連結累計期間（自　2015年４月１日　至　2015年９月30日）

（単位：百万円）
 

 

報告セグメント

調整額
要約四半期
連結損益計算書
計上額電動工具

ライフサイ
エンス機器

合計

外部顧客に対する売上収益 67,618 2,101 69,719 ― 69,719

セグメント間の売上収益 ― ― ― ― ―

計 67,618 2,101 69,719 ― 69,719

セグメント損益 3,025 427 3,452 ― 3,452

金融収益及び費用 ― ― ― ― 15

税引前四半期利益 ― ― ― ― 3,467
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注５．金融商品

金融商品の公正価値

(1）公正価値の測定方法

　金融資産及び金融負債の公正価値は、下記のとおり決定している。

 

現金及び現金同等物、売上債権、買入債務、短期借入金

　短期間で決済されるものについては、公正価値は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ている。回収期間が1年を超えるものについては、その将来キャッシュ・フローを信用リスクを加味した

利率により割り引いた現在価値により算定している。

 

その他の流動資産

　短期間で決済されるものについては、公正価値は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ている。デリバティブ資産については、通貨スワップ取引、為替予約等が含まれ、これらの公正価値は期

末日の先物為替相場等の関連情報を用いて算定している。

 

有価証券及びその他の金融資産

　市場性のある有価証券の公正価値は市場価格を用いて見積っている。市場性のない有価証券の公正価値

は、類似の有価証券の市場価格等の関連情報を用いて見積っている。

　差入敷金保証金及び長期貸付金については、同様の貸付形態での追加貸付に係る利率を使用した将来

キャッシュ・フローの現在価値を見積り公正価値としている。

 

その他の金融負債

　短期間で決済されるものについては、公正価値は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ている。デリバティブ負債については、通貨スワップ取引、為替予約等が含まれ、これらの公正価値は期

末日の先物為替相場等の関連情報を用いて算定している。

 

(2）償却原価で測定する金融商品

　前連結会計年度末日及び当第２四半期連結会計期間末日における、償却原価で測定する金融資産及び

金融負債の帳簿価額及び公正価値は下記のとおりである。

　現金及び現金同等物の公正価値はレベル１に分類しており、その他の償却原価で測定する金融資産及び

金融負債の公正価値は、レベル２に分類している。

（単位：百万円）
 

区分

前連結会計年度末
2015年３月31日

当第２四半期連結会計期間末
2015年９月30日

帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値

資産     

現金及び預金同等物 31,645 31,645 29,143 29,143

売上債権 37,075 37,075 36,377 36,377

その他の流動資産     

未収入金 1,964 1,964 1,620 1,620

有価証券及びその他の金融資産     

差入敷金保証金 409 409 408 408

貸付金 120 120 102 102

負債     

短期借入金 10,268 10,268 9,737 9,737

その他の金融負債     

未払金 2,765 2,765 2,386 2,386

預り金 363 363 406 406

リース債務 16 16 11 11

買入債務 10,040 10,040 8,658 8,658
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(3）要約四半期連結財政状態計算書上において公正価値で測定する金融商品

　下記は、公正価値のヒエラルキーに基づく分類を示しており、使用した指標により測定した公正価値を下

記の３つのレベルに分類している。

レベル１：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）市場価格により測定した公正価値

レベル２：レベル１以外の直接又は間接的に観察可能な指標を用いて測定した公正価値

レベル３：重要な観察可能でない指標を用いて測定した公正価値

　なお、公正価値に複数の指標を使用している場合には、その公正価値測定の全体において重要な最も低い

レベルの指標に基づいてレベルを決定している。

　レベル間の振替は各四半期の期首時点で発生したものとして認識している。

 

　前連結会計年度末日及び当第２四半期連結会計期間末日における、経常的に公正価値で測定する金融資産

及び金融負債の公正価値は下記のとおりである。

 

前連結会計年度末(2015年３月31日)

（単位：百万円）
 

区分 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

FVTPL金融資産     

その他の流動資産     

デリバティブ資産 － 468 － 468

有価証券及びその他の金融資産     

負債性証券 － － 48 48

FVTOCI金融資産     

有価証券及びその他の金融資産     

資本性証券 1,040 － 69 1,109

合計 1,040 468 117 1,625

FVTPL金融負債     

その他の金融負債     

デリバティブ負債 － － － －

合計 － － － －

 

当第２四半期連結会計期間末(2015年９月30日)

（単位：百万円）
 

区分 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

FVTPL金融資産     

その他の流動資産     

デリバティブ資産 － 162 － 162

有価証券及びその他の金融資産     

負債性証券 － － 45 45

FVTOCI金融資産     

有価証券及びその他の金融資産     

資本性証券 1,016 － 69 1,085

合計 1,016 162 114 1,292

FVTPL金融負債     

その他の金融負債     

デリバティブ負債 － 15 － 15

合計 － 15 － 15
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　前第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結累計期間におけるレベル３に分類される経常的に公正

価値で測定する金融商品の増減は下記のとおりである。

 

前第２四半期連結累計期間(自 2014年４月１日　至 2014年９月30日)

（単位：百万円）

レベル３金融資産 資本性証券 負債性証券 合計

期首残高 69 51 120

四半期利益に認識した利得及び損失（a） － △2 △2

期末残高 69 48 117

期末に保有する金融商品に係る未実現損益（b） － △2 △2

（a）四半期利益に認識された利得及び損失は、純損益を通じて公正価値で測定する金融資産に関するもの

であり、要約四半期連結損益計算書上の「金融収益」及び「金融費用」に含まれる。

（b）各期末に保有する金融商品に係る未実現の利得及び損失は、要約四半期連結損益計算書上の「金融収

益」及び「金融費用」、並びに要約四半期連結包括利益計算書上の「その他の包括利益を通じて測定

する金融資産の公正価値の純変動額」に含まれる。

 

当第２四半期連結累計期間(自 2015年４月１日　至 2015年９月30日)

（単位：百万円）
 

レベル３金融資産 資本性証券 負債性証券 合計

期首残高 69 48 117

売却 － △3 △3

期末残高 69 45 114

 

 

注６．剰余金の配当

 

　前第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結累計期間における普通株式の配当金の支払額は、次の

とおりである。

 

前第２四半期連結累計期間(自 2014年４月１日　至 2014年９月30日)

決議 配当金の総額 配当の原資
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

2014年４月28日

取締役会
608百万円 利益剰余金 普通配当６円 2014年３月31日 2014年５月30日

2014年７月30日

取締役会
608百万円 利益剰余金 普通配当６円 2014年６月30日 2014年８月29日

 

当第２四半期連結累計期間(自 2015年４月１日　至 2015年９月30日)

決議 配当金の総額 配当の原資
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

2015年５月11日

取締役会
608百万円 利益剰余金 普通配当６円 2015年３月31日 2015年５月29日
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　基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当の内、配当の効力発生日が翌四半期となるものは、

次のとおりである。

 

当第２四半期連結累計期間(自 2015年４月１日　至 2015年９月30日)

決議 配当金の総額 配当の原資
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

2015年10月27日

取締役会
1,216百万円 利益剰余金 普通配当12円 2015年９月30日 2015年11月30日

 

注７．その他の収益及び費用

　前第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結累計期間におけるその他の収益及び費用の主な内訳は

下記のとおりである。

 

（その他の収益）

（単位：百万円）
 

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2014年４月１日
至　2014年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2015年４月１日
至　2015年９月30日）

退職給付制度移行益 ― 882

不動産賃貸料 181 180

その他 127 117

その他の収益合計 308 1,179

 

（その他の費用）

（単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2014年４月１日
至　2014年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2015年４月１日
至　2015年９月30日）

不動産賃貸費用 △74 △73

事業構造改革費用 △302 △10

その他 △114 △177

その他の費用合計 △490 △260

 

　当第２四半期連結累計期間における退職給付制度移行益は、2015年４月１日に当社及び一部の連結子会社

が確定給付型の退職給付制度の一部を確定拠出型に移行させ、確定拠出年金制度への移行部分について退職

給付制度の改訂・清算の処理を行ったことにより、発生したものである。
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注８．１株当たり利益情報

　基本的１株当たり親会社株主に帰属する四半期利益及び希薄化後１株当たり親会社株主に帰属する

四半期利益の計算は下記のとおりである。

 
 

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2014年４月１日
至　2014年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2015年４月１日
至　2015年９月30日）

親会社株主に帰属する四半期利益(百万円) 1,620 2,289

希薄化後親会社株主に帰属する四半期利益(百万円) 1,620 2,289

基本的加重平均発行済普通株式数(千株) 101,396 101,393

ストックオプションによる希薄化(千株) － 4

希薄化後加重平均発行済普通株式数(千株) 101,396 101,397

１株当たり親会社株主に帰属する四半期利益(円)   

基本 15.98 22.58

希薄化後 15.98 22.57

 

 

 
前第２四半期連結会計期間
（自　2014年７月１日
至　2014年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　2015年７月１日
至　2015年９月30日）

親会社株主に帰属する四半期利益(百万円) 998 903

希薄化後親会社株主に帰属する四半期利益(百万円) 998 903

基本的加重平均発行済普通株式数(千株) 101,396 101,393

ストックオプションによる希薄化(千株) － 8

希薄化後加重平均発行済普通株式数(千株) 101,396 101,401

１株当たり親会社株主に帰属する四半期利益(円)   

基本 9.84 8.91

希薄化後 9.84 8.91

 

 

注９．偶発事象

重要な訴訟等

　当第２四半期連結会計期間末において、特許等に係る一般的な係争はあるが、当該係争から生じる

最終的債務が仮に発生した場合においても、財政状態及び経営成績に重要な影響を与えるものではない。

 

注10．後発事象

該当事項なし。

 

注11．連結財務諸表の承認

　本要約四半期連結財務諸表は、2015年11月12日に執行役社長　前原修身により承認されている。
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２【その他】

　中間配当

　2015年10月27日開催の取締役会において、2015年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次の

とおり剰余金の配当(2015年度中間配当)を行う旨を決議した。

　１．１株当たり配当金額　　　　　　　　　　　　 12円

　２．配当金の総額　　　　　　　　　　　　1,216百万円

　３．効力発生日　(支払開始日)　　　　 2015年11月30日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項なし。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2015年11月12日

日立工機株式会社

執行役社長　前原　修身　殿

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 尾　﨑　隆　之　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 須　藤　　　謙 　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日立工機株式会

社の2015年４月１日から2016年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2015年７月１日から2015年９月

30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2015年４月１日から2015年９月30日まで）に係る要約四半期連結財務諸表、す

なわち、要約四半期連結財政状態計算書、要約四半期連結損益計算書、要約四半期連結包括利益計算書、要約四半期連結

持分変動計算書、要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び要約四半期連結財務諸表注記について四半期レビューを

行った。

 

要約四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」第93条の規定により国際会計基準第

34号「期中財務報告」に準拠して要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬

による重要な虚偽表示のない要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を

整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から要約四半期連結財務諸表に対

する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の要約四半期連結財務諸表が、国際会計基準第34号「期中財務報

告」に準拠して、日立工機株式会社及び連結子会社の2015年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期

連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正

に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上

 

(注)　１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管している。

　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていない。
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